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～2018 ＪＡ長野県ビジョンの実現に向けて～
平成28年４月１日～平成31年３月31日（３ヵ年）

食農教育推進運動

平成27年11月に開催した第68回ＪＡ長野県大会において、2018ＪＡ長野県ビジョン実現のた

めの平成28年度～30年度までの後期中期計画を決定したところですが、食農教育は、全体目標

の１つである「食と農と協同に共感をつくります」の実現のために欠かせない取組みとして、

更なる活動の充実が期待されています。

ＪＡ長野県ビジョンの実現のため、食農教育ビジョンを策定し、本県ＪＡグループは食農教

育推進運動の強化に取組みます。

ＪＡ長野中央会

第３期改訂版



食農教育とは

食農教育とは、「食と農と地域と自然の関わりを重視し、農産物がいのちを育み、成長してい

く過程を大切にしながら、食への関心・興味を高揚し、食の大切さ、食を支える農の役割、自ら

の暮らしと社会の営みとの関わり、地域の食文化、いのちと健康の尊さなどに対する理解を広げ、

深める。こうした取り組みを通じて、距離が広がってしまった食と農、地域とＪＡを結び、食の

あり方、農のあり方を変革していくことを目指す（ＪＡ全中の示した定義）。」

食農教育のめざすもの

１．「食」をめぐる環境変化の中で、食農教育には、地域生活者の「食」に関する考え方を育て、

健全な食生活を実現することが求められるとともに、「食」の背景にある「農」の必要性・重

要性に関する考え方を育てていくことが求められる。

２．食農教育の発展的な取組みにより、消費者と生産者・都市と農村の交流による地域社会の活

性化、食文化の継承、地産地消の推進などに寄与することが期待されている他、心豊かな人間

形成、健康づくりや生きがいづくりの観点からも重要な役割を期待されている。

３．食料・農業・農村基本法、食育基本法の制定、長野県食育推進計画の制定など、政府・県全

体で食農教育を推進しており、消費者の「食」の安全・安心に対する関心も高まる中で、これ

まで以上にＪＡは関係機関と連携し、積極的に食農教育に取り組んでいくことが求められてい

る。

４．地域に根ざしたＪＡが、食農教育活動に発展的に取り組むことによって、地域住民の、食、

農業、農村に対する「共感」の複合的深化、有機的結合が期待され、その結果、①　 農業理解

促進、②　生産者と消費者との信頼確保、③　県内農産物のイメージアップと地産地消の推進、

④　 ＪＡの社会的存在感の向上、⑤　 ＪＡ組合員組織における協同活動の活性化、⑥　 ＪＡ事

業収益向上等、様々な効果が期待される。
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「食」・「農」をめぐる情勢 
 

１．「食」をめぐる情勢 
 

◇食料自給率の低下 
 日本の食料自給率（平成26年）は、カロリーベースで39％と先進国最低の水準となっており、

残りの約60％を諸外国からの農産物の輸入に頼っている。特に、輸入相手国は、約４分の１は米

国で、続いて中国、オーストラリア、カナダ、タイ、ブラジルと続き、これら主要輸入６カ国で

農産物輸入額の60％以上を占めている。（平成24年実績） 

 一方、本県の食料自給率（平成25年概算値）は、カロリーベースで53％（全国19番目）、金額

ベースで119％（全国15番目）となっている。 

 

●食料自給率の低下 

   ※農林水産省「諸外国・地域の食料自給率（カロリーベース）の推移」より 

 

●日本の品目別自給率 

   ※「食料需給表」より農林水産省で試算 
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◇食生活の変化 
 核家族化、共働き世帯の増加、食の簡便化・効率化等の生活様式の変化等により、国民の生活

様式も大きく変化している。これに伴い食生活も大きく変化し、朝食欠食率の増加、孤食化の進

行、栄養の偏りによる肥満の増加、生活習慣病の増加等、様々な問題を抱えている。 

 また、家庭での調理頻度の減少に伴う食の外部化が進み、外食や中食（弁当や惣菜類等の調理

済み食品を購入）で食事をとる頻度が増加している。 

 日本の食品ロス（食品の食べ残しや廃棄のうち、まだ食べられるもの）は年間約500～800万㌧

で、世界全体の食糧援助量の約２倍となっている。うち200～400万㌧は、食べ残し、過剰除去、

直接廃棄等により家庭から廃棄されており、世界で８億人以上の栄養不足人口を抱える中で、食

生活の見直しの必要性が指摘されている。 

 

●朝食欠食率 

   ※資料：長野県食育推進計画(第２次)より 

  注）「欠食」とは、調査日において「菓子・果物などのみ」、「錠剤などのみ」、「何も食

べない」に該当した場合をいう。 

 

 

●食品ロス率 

  ※資料：農林水産省「食品ロス統計調査」（平成21年度調査） 
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◇生活習慣病の増加 
 食生活の乱れに起因する生活習慣病の状況として県の調査では、高血圧有病者の割合は、男性

約５割、女性は約４割。また、メタボリックシンドロームについては、男性の約４割が「強く疑

われる人」または「予備群と考えられる人」である。 

 また、肥満・普通・やせの状況では、適正体重（18.5≦ＢＭＩ＜25）の人の割合は成人の約７

割で、「肥満」の割合は男性の方が、「やせ」の割合は女性の方が高い。 

 

●肥満・普通・やせの割合 

   ※長野県食育推進計画(第２次)より 

 
（平成22年度県民健康・栄養調査） 

 

●生活習慣病の状況（長野県） 

  ※平成25年度 県民健康・栄養調査より 
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基幹的農業従事者数

平均年齢（歳）

平均年齢（歳）
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◇耕作放棄地の増加 
 経営耕地面積は減少しているが、耕作放棄地は年々増加しており、平成22年時点で、全国的に

は、埼玉県とほぼ同じ面積の39.6万haが耕作放棄地となっている（耕作放棄地率10.6％）。一方

長野県は、約1万7,000ha（土地持ち非農家含む）が耕作放棄地であり、耕作放棄地率は18.7％と

全国を上回っている。 

 

●長野県の耕作放棄地の現状 

【耕作放棄地の状況】     （単位：ha、％） 

年次 
経営耕地面積 

Ａ 
耕作放棄地 

Ｂ 

   耕  作 
放棄地率 
Ｂ/(Ａ＋Ｂ) 

全国の 
放棄率 田 畑 樹園地 

Ｈ７(1995)年 98,066 9,548 2,155 6,540 853 8.9 3.9 

Ｈ12(2000)年 89,342 
15,604 － － － 14.9 8.2 
10,907 3,074 6,982 851 10.9 5.1 

Ｈ17(2005)年 80,792 
17,052 － － － 17.5 9.7 
11,036 － － － 12.1 5.8 

Ｈ22(2010)年 74,365 
17,146 － － ー 18.8 10.6 
10,892 － － － 12.8 6.0 

資料：「2010農林業センサス」（上段は土地持ち非農家を含む）［2010は、総農家・販売農家経営面積未公表］ 
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ＪＡ長野県グループ食農教育推進運動について 
 

１．はじめに 
 ＪＡ長野県グループは、食育基本法の制定など国を挙げた食育推進を背景に、平成19年４月に

「ＪＡ長野県グループ食農教育ビジョン」を策定し、全ＪＡにおける担当部署・担当者設置など

の推進体制整備、食農教育プランの策定と実践、関係機関・団体との連携等による、食農教育へ

の取組み強化等に取り組んできた。 

 平成24年11月に開催した第65回ＪＡ長野県大会においては、2018ＪＡ長野県ビジョン実現のた

めの平成25年度～27年度までの前期中期計画を決定し、食農教育については「食農教育にかかる

方針や行動計画を明らかにするとともに、部門部署間の連携や地域内のネットワークを構築・強

化し、食農教育のより一層の充実と質的向上を図る」とされた。このことを受け、平成25年２月

に「ＪＡ長野県グループ食農教育ビジョン」を改定し、次代を担う子どもたちへの農業体験等を

機軸としつつ、中長期的な戦略・目標設定、食農教育活動の５分野間連携(下記参照)や地域内連

携による活動の広がり、活動発信の強化等を掲げ、引き続き運動を展開してきた。 

 平成27年11月に開催した第68回ＪＡ長野県大会において、2018年ＪＡ長野県ビジョン実現のた

めの平成28年度～30年度までの後期中期計画樹立指針を決定したが、食農教育は、全体目標の１

つである「食と農と協同に共感をつくります」の実現のために欠かせない取組みとして、更なる

活動の充実が期待されている。そこで、2018ＪＡ長野県ビジョンの実現に向け、食農教育をより

充実・発展させていくため、これまでの運動を踏まえ、推進体制の見直しを行い、県内ＪＡの総

力を挙げて次期３ヵ年の運動を以下により展開する。 

 

２．食農教育推進運動の基本理念 
 ＪＡ長野県グループは、以下を目的に食農教育推進運動に取組む。 

 

① 農業・農村体験を通じて次世代の子どもたちへ“いのち”の源である食を育む農業の大切さ

を伝える。 

② 地域の伝統食・食文化を復興・伝承し、地域生活者へ健全な「食」のあり方を提案する。 

③ 消費者に食の安全性の重要性をＰＲし、信頼される農畜産物の提供を通じ、地産地消の推進

（地場産農畜産物の消費拡大）と地域食料自給率の向上に取り組む。 

④ 食農教育を通じて協同活動の理解を促進し、ＪＡのファンづくりを行う。 

 

３．食農教育活動の取組みイメージ 
 地域に根ざした多様で主体的な取り組みを展開していくため、活動内容・連携組織・対象者等

について、これまでの活動を整理・点検する。 

 その上で、地域の多様な組織や様々な資源（自然、人材、文化、歴史、産業）を活用し、

ＪＡ・組合員組織の連携による地域全体を巻き込んだ活動や、下記に示す食農教育活動の５分野

のうち複数分野にわたる活動を連携して行うなどの発展的な食農教育を模索し、地域住民の農と

食に関する理解促進を重層的に図るものとする。 
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（食農教育活動の５分野と地域内連携による活動の例） 
分   野 家   庭 学   校 地   域 

農業体験・農教育 親子稲刈り教室、バケツ

稲作り、あぐりスクー

ル、市民農園など 

ＪＡファーム21運動、バ

ケツ稲作り、図画作文コ

ンクール、総合学習支

援、出前授業、学校教育

旅行受入れなど 

子どもファーム・ネット

市民農園など 

地場産・学校給食 地場産学校給食の試食

会・レシピ配布など 

地元食材の供給、米飯学

校給食の推進、生産者の

給食訪問、学校栄養士と

の意見交換など  

地場産学校給食推進協議

会の設置など 

生活文化・食教育 親子料理教室、食事バラ

ンスガイドの普及、母親

学級、朝食欠食ゼロ運動

など 

食事バランスガイドの学

習、栄養教育、総合学習

支援 

食生活見直し運動、伝統

食普及活動、食事バラン

スガイドの活用、日本型

食生活普及など 

地 産 地 消 農産物直売所の利用、旬

の地場野菜カレンダー配

布など 

地元食材の学校給食への

供給など 

農産物直売所の設置、地

元食品産業関係者との協

議など 

交 流 グリーン・ツーリズム、

産地見学会など 

農家ホームステイなど 消費者と生産者の意見交

換会、消費者に対する

「食の安全・安心」に関

する学習会の開催など 

 

 

（食農教育活動の５分野と地域内連携のイメージ図） 

 

 

 

 

  

 

 

農業体験 

農教育 

 

地場産 

学校給食 

 

 

交流 

 

 

地産地消 

 

生活文化 

食教育 

 

学校 

地域 

家庭 

行政・学校 

ＮＰＯ

地域生活者 

ＪＡグループ



３．これまでの
 

(1) 県下ＪＡ

いる。（

 

(2) 活動内容

験・農教育

いている

 

(3) 食農教育

全てのＪＡ

ている。

青年部

行政(農業委員

学校 

消費者

取組

②地場産

③

これまでの

ＪＡでの食農教育

。（平成21年度

活動内容は、「

農教育」が最

いている。 

食農教育の連携取組

ＪＡにおいて

。一方、消費者

連携組織

青年部・女性部・生産部会等組合員組織

農業委員・普及

消費者・地域住民等

21年度

取組み数 102

0

20

40

60

80

100

120

140

160
食農教育取組

地場産・学校給食
9.7%

③生活文化・食教育
17.4%

④地産地消
11.1%

これまでの取組

食農教育にかかる

年度102、平成

、「食農教育活動

最も多く活動

連携取組み団体

において青年部・

消費者や地域住民

連携組織 

生産部会等組合員組織

普及センター

地域住民等 

年度 22年度

102 110

食農教育取組

①農業体験

学校給食

食教育

地産地消

⑤交流
5.3%

食農教育

取組み傾向

にかかる活動数

平成24年度124

食農教育活動の５分野

活動の過半を占

団体について、

・女性部・生産部会等

地域住民との連携

生産部会等組合員組織 

センター等含む) 

年度 23年度

110 120

食農教育取組み数

農業体験・農教育
56.5%

食農教育の取組
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傾向と課題

活動数は年々増加

124、平成27年度

分野」に基づき

占め、次いで

、多くのＪＡ

生産部会等の

連携については

平成21年度

 18ＪＡ

 11ＪＡ

18ＪＡ

5ＪＡ

年度 24

120 124

農教育

取組み内訳（

 

課題 

年々増加しており、

年度152） 

づき多彩な内容

いで「生活文化

ＪＡにおいて連携組織

の組合員組織

については拡大の余地

連携

年度 平成

ＪＡ 

ＪＡ 

ＪＡ 

ＪＡ 

24年度 25

124

※中央会
各年度

（平成27

※中央会とりまとめ

各年度「ＪＡ

《参考》

項  
① 農業体験
② 地場産
③ 生活文化
④ 地産地消
⑤ 交流 

、各地域に根付

内容が取り組まれている

生活文化・食教育」、「

連携組織は増加傾向

組合員組織や学校と連携

余地が残っている

連携ＪＡ数 

平成24年度 

19ＪＡ 

12ＪＡ 

20ＪＡ 

6ＪＡ 

25年度 26

143

中央会とりまとめ
各年度「ＪＡ食農教育実施計画

27年度）

とりまとめ 

ＪＡ食農教育実施計画

  目 
農業体験・農教育
地場産・学校教育
生活文化・食教育
地産地消 

 

根付いた活動

まれている。「

」、「地産地消

増加傾向にあり

連携した取組

っているＪＡが

 

 平成27年度

19ＪＡ

15ＪＡ

20ＪＡ

7ＪＡ

26年度 27

150

とりまとめ
食農教育実施計画

 

教育実施計画」

21年度 
農教育 54.5％ 

学校教育 10.6 
食教育 15.9 

11.4 
7.6 

活動となって

 

。「農業体

地産地消」と続

にあり、ほぼ

取組みを行っ

が多い。 

年度 

ＪＡ 

ＪＡ 

ＪＡ 

ＪＡ 

27年度

152

食農教育実施計画」より集計

」より集計

24年度 
56.6％ 
8.0 
17.1 
11.4 
6.9 
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(4) 以上、ＪＡ長野県では、各地域において組合員組織や学校を中心に連携をし、子どもたちを

対象にした「農業体験・農教育」を軸とした食農活動が中心的に行われており、年々充実・発

展が図られているが、課題としては下記の点が挙げられる。 

 
 

 

４．今後の食農教育推進運動の取組みについて 
 次期３カ年（平成28年度～30年度）の取組みにあたっては、食農教育推進運動の基本理念に沿

い、これまでの傾向や課題を踏まえ、以下により更に充実・発展した取組みを展開していく。 

 

(1) 推進体制 
 ① 県段階 
   ＪＡ長野県グループ全体の食農教育推進の統括窓口は、組合員・役職員による協同活動の

取組みの一つでもあることから、平成28年４月１日に新設される「ＪＡ長野県くらしのセン

ター」とし、「地産地消キャンペーン（仮称）」や「みんなのよい食プロジェクト」等と連

携し、関係部署と一体となり県下全体の食農教育推進運動を行う。 

   また、長野県全体の食育推進として設置されている「信州の食を育む県民会議」（ＪＡ長

野県グループを含め、農業・医療・消費者・学校・行政団体等27団体で構成、長野県健康福

祉部所管）の一員として構成団体と連携を図る。 

  

 ② ＪＡ段階 
   全てのＪＡで担当部署を明確にするとともに、１名以上の担当者を明確にし、「食農教育

推進運動」をＪＡの全体運動として位置付け、単に担当部署や担当者のみの活動にとどめず、

他部署横断的な協力体制の下、組合員の参画を促し、全支所・全職員を挙げた運動とする。 

   さらに、ＪＡ単独での運動展開は不十分であることから、関係機関・団体等と連携し、地

域のあらゆる資源を活用し、消費者・地域住民を広く巻き込んだ全体運動を展開する。また、

各地域において食育の推進に関係する機関や団体により構成される「地域連絡会議」（県下

10圏域、保健福祉事務所により設置）に参画し、構成団体と連携を図り食育の推進に努める。 

 

 ③ 共通項目 
  【予算の確保】 

    食農教育は農業の理解促進や、農業・ＪＡのイメージアップ等につながる取組みである

が、こうした活動を今後も継続し、さらに推進・拡大していくためには、十分な予算が必

要である。このため、ＪＡや県域の組織は一定の予算の確保を行う。また、行政からの補

助金、ＪＡ長野県農政対策会議で行う地域農政対策活動助成金、水田農業確立・自給率向

上基金の活用、ＪＡバンク食農教育応援事業の活用をする他、参加者からの実費徴収等に

より活動経費を賄う。 

① ＪＡ全体として、食農教育の中長期的な目標や戦略が策定されていない。 
（27年度食農教育プラン提出：１ＪＡ） 

② 農業体験・農教育のみの活動が多く、食農教育５分野のうち複数分野にまたが
る取組みが少ない。 

（27年度の活動で農業体験・農教育のみの活動数：65（全体の活動数の約43％）） 

③ 一般消費者や地域住民との連携が少ない。（27年度連携ＪＡ数：７ＪＡ） 
④ 本所が活動実施主体である取組みが多く、各支所・支部段階独自の活動が少ない。 

（27年度各ＪＡ支所・支部主体活動数：39（全体の活動数の約26％）） 



  【広報

    食農教育

ないことから

の浸透

インターネット

る。

  

  【取組

    食農教育

ることが

るために

ＣＡ

 

 

  ＜推進体制

 

信州の

む県民会議

《県段階》

広報・ＰＲ活動

食農教育の

ないことから

浸透に向けて

インターネット

。 

取組みの評価

食農教育の

ることが重要

るために今後

ＣＡサイクルが

推進体制＞ 

食農教育推進運動統括窓口

関連部署

の食を育

県民会議 

「

ＪＡ
《県段階》

活動】 

の推進は、地域

ないことから、仲間づくりやネットワークの

けて、広報誌

インターネット等で発信

評価・検証】 

の取り組みや

重要である。計画

今後の対処法を

サイクルが重要となる

 

食農教育推進運動統括窓口

関連部署との連携

関係団体

組織

「食」と

ＪＡ長野県食農教育推進運動

地域の多くの

づくりやネットワークの

広報誌への掲載のみに

発信するなど、ＪＡ

みや活動が終了

計画（Plan）

を検証（Check

となる。 

食農教育推進運動統括窓口 

連携 

関係団体・ 

組織 

と「農」

長野県食農教育推進運動
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くの関係者の理解

づくりやネットワークの拡大

のみに留まらず

、ＪＡや県段階

終了した時点で

）に対し、実際

Check）し、次

」と「協同

長野県食農教育推進運動

 

理解や協力を

拡大、一般消費者等

まらず、積極的

県段階で取組む

で、その成果

実際（Do）はどうであったか

次の対策（Action

食農教育推進

【事務局

営
農
指
導 

販
売
購
買 

地域連絡会議

協同」への

長野県食農教育推進運動

プロジェクトメンバーとして

を得ながら進

一般消費者等の地域住民

積極的なメディアへのプレスリリース

む食農教育に

成果と課題を洗出

はどうであったか

Action）を講

食農教育推進プロジェクトの

事務局：食農教育実施担当部署

販
売
購
買 

生 
 

活 

地域連絡会議 

への共感

長野県食農教育推進運動

プロジェクトメンバーとして

進めなくては

地域住民への

なメディアへのプレスリリース

に関する情報

洗出し、評価

はどうであったか、課題

講じる、いわゆる

プロジェクトの

食農教育実施担当部署

金
融
共
済 

関係団体

組織

共感 

長野県食農教育推進運動 

《ＪＡ段階》

プロジェクトメンバーとして

めなくては成り立た

への取り組み

なメディアへのプレスリリース、

情報を発信す

評価・検証す

課題を解決す

いわゆるＰＤ

プロジェクトの設置 

食農教育実施担当部署】 

支
所
等 

関係団体・ 

組織 

《ＪＡ段階》

参画 

、
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(2) 課題解決に向けた主な取組み 
  「食」の背景にある「農」の必要性・重要性に関する地域住民（特に次代を担う子どもたち）

の考え方を育てていく視点から、引き続き、農業体験を基軸とした取組みに重点を置きながら

も、ＪＡは地域ごとに創意工夫ある多様な取組みを行い「食農教育活動の５分野」を複合的に

実施する。県域では、関連部署・団体等との連携の下、各ＪＡへの取組み支援や地域横断的な

取組みを行う。 

   

 ① 県段階 

 ・ＪＡ担当者間の交流会、啓発の場の提供 

 ・地域横断的な取組みの実施 

 ・優良取組みＪＡ・組織の表彰 

 ・「地産地消キャンペーン（仮称）」との連携（地元産農畜産物応援団への食 農教育等） 

 ・「みんなのよい食プロジェクト」との連携による資材提供などによる支援 

 ・意見広告等のメディアを活用した活動ＰＲ、情報発信 

 ・「信州の食を育む県民会議」への参画、連携 

 ・ＪＡにおける戦略策定の支援 

 ・進捗状況の把握、報告 

   

 ② ＪＡ段階 

 ・地域の特徴を活かした多様な取組みの展開（別紙「取組み事例」参照） 

 ・中長期的な目標・戦略の策定（中期計画への盛込み・食農教育プラン（別紙例）策定等） 

 ・組合員組織に留まらず、地域の関係団体や消費者等との連携を強化 

 ・支所単位の活動強化（「一支所一協同活動」としての食農教育の実施) 

 ・「地域連絡会議」への参画、連携（未参画：上田、飯田、北信） 

 ・取り組み目標の数値化 

 ・取組み状況の総代会・理事会等での報告 
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取組み事例 
 

 食農教育推進運動の実践にあたっては、次の事例を参考に各ＪＡや地域の実情に応じた創意工

夫ある活動を、関連機関・団体との連携のもとに行う。また、単年度で全ての事項に取り組むこ

とは容易でないので、単年度ごと分野を絞込み、中長期的な視点で計画を樹立し実践することが

望ましい。 

  

１．家庭における食農教育 
 

 ① 保護者や子どもの食に対する関心と理

解を深め健全な食習慣の確立 

 ② 親子料理教室など望ましい習慣を学び

ながら食を楽しむ機会の提供 

 ③ 適切な栄養管理に関する知識の普及、

情報提供 

 ④ 妊産婦・乳幼児を対象とした栄養指導

など 

 

 ４．生産者と消費者との交流促進 
 

 ① 直売所・Ａコープ店での消費者との触合

いによる地産地消・旬産旬消の促進と地域

自給率の向上 

 ② ワーキングホリデー、援農支援等を活用

した都市住民や団塊の世代等への農業体験

機会の提供 

 ③ 市民農園、遊休荒廃地を活用した地域生

活者への農業の場提供など 

 ④ 消費者に対する「食の安全・安心」の理

解促進(長野県食品安全・安心条例の実践) 

２．学校、保育所等における食農教育 
 

 ① 子どもの健全な食生活の実現と健全な

心身の成長 

 ② 総合学習の時間を活用した体験農業、

出前授業による食農学習 

 ③ 地産地消・旬産旬消による学校給食の

実施 

 ④ 教諭、園児・児童・生徒に対する学習

資材、テキスト等の提供 

 ⑤ 教諭等指導的立場にある関係者の農業

体験の実施など 

 

 ５．食農応援団の組織化 
 

 ① 学校給食食材供給グループの組織化 

 ② 直売グループの組織化 

 ③ 農産物加工グループの組織化 

 ④ 食農教育の推進に向けた講師（農業指

導、栄養指導、調理指導、食文化等）の育

成と組織化 

 ⑤ 地域の多様で多彩な人材の活用とサポー

ターの登録、ネットワークづくりなど 

 

３．地域における食農教育、食文化の
継承 

 

 ① 食事バランスガイド等を活用した地域

生活者に対する食生活改善の推進 

 ② 医療・福祉施設等への地元農産物の供

給による地産地消・旬産旬消の促進 

 ③ 地産地消、旬産旬消による豊かな食生

活の普及 

 ④ 食農教育の観点にたった、生活習慣病

予防の食生活改善講座・料理教室の開催

等（ＪＡ長野県健康寿命創造運動） 

 ④ 地域の豊かな食文化の掘起こしと伝承 

 ⑤ 食文化に関する知識の普及など 

 ６．広報活動の展開 
 

 

 ① ＪＡホームページや機関紙等、ＪＡの広

報媒体を活用した情報発信 

 ② テレビ・ラジオ・新聞等でのＰＲ活動 

 ③ チラシ等の作成・配布 

 ④ 優良活動事例を掲載したＤＶＤ・ビデオ

等の制作 

 ⑤ 「みんなのよい食プロジェクト」のロゴ

マーク等の使用など 
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ＪＡ○○食農教育プラン（例） 
                        平成 年 月 日 

                           ○○農業協同組合 

 

１．基本方針 
 (1) 運動の目的 

   戦後、伝統的な食生活の長所を保ちつつ畜産物や乳製品などをバランスよく取り込み、米

と多様な副食からなるいわゆる「日本型食生活」を実現し、海外からも大きく評価された。

ところが、社会経済構造の変化、国民の価値観の多様化等を背景に、かつての米を中心とし

て多様な副食からいわゆる「日本型食生活」を基本とした食生活スタイルから個人の好みに

合わせた食生活スタイルへと食の多様化が進展した。その結果、脂質の過剰摂取や野菜の摂

取不足等の栄養の偏り、朝食の欠食に代表されるような食習慣の乱れに起因する肥満や生活

習慣病の増加、過度の痩身等様々な問題が引き起こされている。食の多様化は社会経済構造

や国民の意識の変化に起因するものであるだけに短期間に問題をすべて解決することは困難

であるが、食育として粘り強く取り組むことが重要である。 

   特に人格形成期にある子どもの食育は重要であるが、依然として朝食の欠食がみられ、一

人で食べることも少なくない。生活時間の多様化とも相まって家族や友人等と一緒に楽しく

食卓を囲む機会が減少傾向にあるが、食育の場としてもこうした機会を確保することは重要

である。 

   ＪＡ食農教育は食育基本法に規定された「農林漁業者の責務（第11条）のニ．農林漁業者

に関する多様な体験の機会を積極的に提供し、自然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性

について、国民の理解が深まるよう努めるとともに、教育関係者等と相互に連携して食育の

推進に関する活動を行うよう努めるものとする」ことの一翼を地域一体となって担おうとす

るものである。 

   それは、農業体験等を通じ、食べものがいのちの営みの中で育まれてきた感動を伝え、農

作業のプロセスに接して自らが関わった喜びを得ながら、子どもたち、そして大人すなわち

消費者の食卓と生産の現場である畑や田んぼの距離を縮めるものである。 

   当ＪＡは、安全・安心な農産物を提供するだけでなく、その美味しさや、どのように作ら

れるのか、農家の思いやこだわりを消費者に伝える説明責任を果たし、組合員や地域住民、

その次世代を担う子どもたちの健全な食生活と健康づくりをＪＡの使命（ミッション）とし

て「ＪＡ食農教育」に取り組む。 

  ※第２次食育推進基本計画の「はじめに」、「食をめぐる現状」より記載した。 

  ※ＪＡでは、都道府県と市町の食育推進基本計画と整合性をはかり、食や農をめぐる現状・

情勢を地域の実態に応じて明らかにする。 

  ※ＪＡがなぜ、その地域で「食農教育プラン」を策定するのか必要性を訴える。 

 

 (2) 進 め 方 

  ① ○○部○○課を「食農教育プロジェクト」統括部署として事業実施を管理するとともに、

行政・消費者団体・学校等との対外的窓口機能並びに各担当部署間の内部的連携機能を担

う。 

  ② ○○市の策定した「総合計画」及び「食育推進計画」を踏まえ、行政、教育委員会、学

校給食会・栄養士協会、消費者団体等の連携を図る。 

  ③ 事業の実施にあたっては青年・女性組織・生産部会等の組合員組織との連携を図る。 

  ④ 各支所・支店における担当者を明確にし、ＪＡ内の事業実施体制を整える。 

    また、支店行動計画を作成する。（例：ＪＡ三次） 

 

中・長期目標の

策定等に際し、

必要に応じてご

活用下さい。 
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２．ＪＡ食農教育の対象と主な分野 
  効果的な取り組みとするため、教育の対象と分野を重点化する。 

 (1) 対  象：地域の次世代となる、園児、小・中学生及びその家族を重点対象とする。 

 (2) 分  野 

  ① 地場産による手作り食体験（親子料理教室等） 

  ② 農業体験学習・農・自然環境への理解促進 

  ③ 地場産農産物の学校給食への供給 

  ④ 生活文化・食に関する教育への取り組み（早寝早起き朝ごはん運動など） 

  ⑤ 直売所の設置等、地産地消の推進 

  ⑥ 都市と農村との交流の取り組み 

  ⑦ 地域におけるネットワークづくりと推進体制の確立 

  ⑧ 広報活動の積極的展開 

 

 (3) 期  間：平成○○年度までの３か年とする。 

 

 (4) 年度毎のテーマ 

  ・平成○○年度：食農教育プランの策定と施行実施 

  ・平成○○年度：食農教育活動の本格実施 

  ・平成○○年度：実施内容の充実と計画の仕上げ・プランの見直し検証 

          次期プランの策定 

   ※食農教育を展開するにあたって、基本的な考え・目標を明確にする。 

   ※ＪＡにおける食農教育のテーマや分野（領域）を明確にする。 

 

 (5) 具体的目標 

   地域毎に行政等と連携して、個別具体的な目標を設定する。 

  ・学童農園の開設（△支所⇒○支所、△校⇒○校） 

  ・バケツ稲づくりの実施（△校⇒○校） 

  ・栄養教諭・学校栄養職員を対象とした圃場見学会の開催（○回） 

   （圃場見学会はどの作物が旬で大量に安価に出るか、地域特産物を知ってもらう） 

  ・消費者との交流会の開催（△回⇒○回） 

  ・親子料理教室の開催（△回⇒○回）（○人⇒○人） 

  ・学校給食への地場産物納入（△校⇒○校） 

  ・あぐりスクールの開校（△校⇒○校） （○人⇒○人） 

  ・朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数の増加：○回以上 

  ・朝食を欠食する子ども割合の減少：○％ 

  ・学校給食における地場産物を使用する割合の増加：△％を○％に向上 

                           （政府目標は30％） 

  ・農林漁業を体験した地域住民の割合の増加：○％以上（政府目標は30％） 

 

   ※ＪＡとして取り組むべき分野を整理したなかで、活動の重点化をはかる。 

   ※重点活動に沿った中で、実施する対象の設定や実施事項を明確にする。 

   ※具体的な目標値が設定できる項目については、目標値を設定する。 
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ＪＡ食農教育推進運動の進め方（フロー） 
 

 

① 現状把握 
●ＪＡ内部の担当部署の設置（明確化） 

●担当者（１名以上）の配置 

●部署横断的なＪＡ内プロジェクトの設置 

   

② 体制整備 

●使命（ミッション）の明確化 

●重点取組み事項の絞込み（ＪＡの得意分野に特化） 

●対象の明確化と絞込み 

●中・長期目標の設定（可能な限り数値化） 

●単年度計画の設定（可能な限り数値化） 

●予算確保 

   

③ 取組方針の策定 

●ＪＡ内プロジェクト会議等での検討 

●企画会議等での検討 

●ＪＡ理事会での決定 

●ＪＡ職員への周知徹底 

●ＪＡ組合員・地域生活者への理解促進（ＰＲ） 

   

④ 
取組方針の決定・ 
共有化 

●計画の着実な実行 

●実践組織の育成 

●行政、関係団体との連携 

●応援団の組織化 

   

⑤ 
計画実践・ 
関係団体等との連携 

●目標ごとの進捗管理 

●活動の総括（できたこと、できなかったことの明確

化） 

●次計画への反映 

   

⑥ 評価・検証 

●目標ごとの進捗管理 

●活動の総括（できたこと、できなかったことの明確

化） 

●次計画への反映 

   

⑦ 成果・結果の集約  



参　考　資　料

■食育基本法の概要

■第３次食育推進基本計画骨子の概要

■長野県食育推進計画（第２次）の概要

■長野県の指標・目標値

■長野県食品安全・安心条例

■信濃の国食事バランスガイド
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食育基本法の概要 
 

 食育基本法は、平成16年の第159国会に提出され、平成17年６月10日に成立、平成17年７月15

日に施行されました。 

 

１．目  的 
  国民が健全な心身を培い、豊かな人間性を育む食育を推進するため、施策を総合的かつ計画

的に推進すること等を目的とする。 

 

２．関係者の責務 
 (1) 食育の推進について、国、地方公共団体、教育関係者、農林漁業関係者、食品関連事業者、

国民等の責務を定める。 

 (2) 政府は、毎年、食育の推進に関して講じた施策に関し、国会に報告書を提出する。 

 

３．食育推進基本計画の作成 
 (1) 食育推進会議は、以下の事項について食育推進基本計画を作成する。①食育の推進に関す

る施策についての基本的な方針、②食育の推進の目標に関する事項、③国民等の行う自発的

な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項、④その他必要な事項 

 (2) 都道府県は都道府県食育推進計画、市町村は市町村食育推進計画を作成するよう努める。 

 

４．基本的施策 
 (1) 家庭における食育の推進 

 (2) 学校、保育所等における食育の推進 

 (3) 地域における食生活の改善のための取組の推進 

 (4) 食育推進運動の展開 

 (5) 生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等 

 (6) 食文化の継承のための活動への支援等 

 (7) 食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進 

 

５．食育推進会議 
 (1) 内閣府に食育推進会議を置き、会長（内閣総理大臣）及び委員（食育担当大臣、関係大臣、

有識者）25名以内で組織する。 

 (2) 都道府県に都道府県食育推進会議、市町村に市町村食育推進会議を置くことができる。 
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第３次食育推進基本計画骨子の概要 
 

 食育基本法に基づき、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食育推

進会議（総理（会長）、関係閣僚、民間有識者）が作成しています。平成18年度から22年度まで

の５年間を対象に第１次基本計画が策定され、平成23年３月に第２次基本計画が策定されました。

（平成23年度～27年度）現在、これまでの食育の推進の成果と食をめぐる状況や諸課題を踏まえ

つつ、平成28年度から平成32年度までの新たな食育推進基本計画を作成しています。 

 

◇第１ 食育の推進に関する施策についての基本的な方針 
１．重点課題 

 (1) 若い世代を中心とした食育の推進 

 (2) 多様な暮らしに対応した食育の推進 

 (3) 健康寿命の延伸につながる食育の推進 

 (4) 食の循環や環境を意識した食育の推進 

 (5) 食文化の継承に向けた食育の推進 

２．基本的な取組方針 

 (1) 国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成 

 (2) 食に関する感謝の念と理解 

 (3) 食育推進運動の展開 

 (4) 子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割 

 (5) 食に関する体験活動と食育推進活動の実践 

 (6) 我が国の伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配慮及び農山漁村の活性化と食料自

給率の向上への貢献 

 (7) 食品の安全性の確保等における食育の役割 

 

◇第２ 食育の推進の目標に関する事項 
１．食育に関心を持っている国民の割合を増やす（70.5％→90％以上） 

２．朝食または夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数を増やす （週平均9.7回→11回以上） 

３．地域等で共食したいと思う人が共食する割合を増やす（64.7％→70％以上） 

４．朝食を欠食する国民を減らす（子供4.4％→0％、20～30代男女24.8％→15％以下） 

５．中学校における学校給食の実施率を上げる（86.0％→90％以上） 

６．学校給食における地場産物等を使用する割合を増やす（26.1％→30％以上） 

７．栄養バランスに配慮した食生活を送っている国民を増やす（57.5％→70％以上） 

８．生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活

を実践する国民を増やす（69.4％→75％以上） 

９． ゆっくりよく噛んで食べる国民を増やす （49.2％→55％以上） 

10．食育の推進に関するボランティアの数を増やす（34.5万人→37万人以上） 

11．農林漁業体験を経験した国民の割合の増加（33.0％→37.0％以上） 

12．食品の安全性に関する基礎的な知識を持ち自ら判断する国民を増やす（72.0％→80％以上） 

13．推進計画を作成・実施している市町村を増やす（75％→100％） 

14．食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民を増やす（67.4％→80％以上） 

15．地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民を増やす

（41.5％→50％以上） 
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◇第３ 食育の総合的な促進に関する事項 
１．家庭における食育の推進 

２．学校、保育所等における食育の推進 

３．地域における食育の推進 

４．食育推進運動の展開 

５．生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等 

６．食文化の継承のための活動への支援等 

７．食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進 

 

◇第４ 食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 
１．多様な関係者の連携・協働の強化 

２．地方公共団体による推進計画の作成等とこれに基づく施策の促進 

３．積極的な情報提供と国民の意見等の把握  

４．推進状況の把握と効果等の評価及び財政措置の効率的・重点的運用 

５．基本計画の見直し 

 

 ※「第３－５．生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等(２)

取り組むべき施策」より 

 

 
 

（農林漁業者等による食育推進） 

 農林漁業に関する体験活動は、農林水産物の生産現場に関する関心や理解を深めるだけで

なく、国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立っていることや食に関わる人々の様々な活動

に支えられていることなどに関する理解を深める上で重要であることから、農林漁業者等

は、学校、保育所等の教育関係者を始めとした食育を推進する広範な関係者等と連携し、幅

広い世代に対して教育ファーム等農林漁業に関する多様な体験の機会を積極的に提供するよ

う努める。 
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長野県食育推進計画（第２次）の概要 
 

 長野県は、県民一人ひとりが健全な食生活を実践するよう、家庭、学校、生産者、食育ボランティ

ア、地域など様々な関係者の参画と協働のもと幅広い食育に取り組むため、平成20年に「長野県食育

推進計画」（期間：平成20年度～24年度）を策定しました。 

その後、第１次計画の評価や食をめぐる直近の課題等を踏まえ、平成25年度に５ヵ年の２次計画（期

間：平成25年度～29年度）を策定し、「信州の食で育む人づくり～健康長寿と豊かな人間形成～」を

基本理念に、様々な施策を展開しています。 

 

◇第１章  計画の基本事項 
  計画策定の趣旨 、計画の性格、計画の基本方針、計画の期間、取り上げる指標の設定、計画の推進、

進捗管理・評価  

 

◇第２章  食育をめぐる現状と課題 
 ・食育に関心のある県民の割合が男性４割、女性６割と低い 

 ・食育ボランティアの人数は、目標（１万人）を達成したが活動の支援が必要 

 ・朝食を欠食することがある児童・生徒の割合は約１割 

 ・食塩摂取量が男性12.4ｇ女性10.6ｇと多く、全国と比較しても多い 

 ・消費者と生産者お互いを意識する機会が減少 

 

◇第３章  食育推進の基本理念と目指すべき姿 

「信州の食で育む人づくり～健康長寿と豊かな人間形成～」 
  

◇第４章  食育の取組と指標・目標の設定 
  ※取組については「関係機関・団体の取組として望まれること」から一部抜粋 

 

 １．信州の食を育む環境づくり  

  ＜目指すべき姿＞ 全県民が食育に関心を持つ 

  ＜取組＞子どもたちに農産物の生産から収穫、加工、調理・販売までの一連の作業を体験してもらう

農業体験の場の拡大 

２．未来を担う子どもの食育 
  ＜目指すべき姿＞ 基本的な生活習慣の形成、共食を通して食の楽しさの実感 

  ＜取組＞地域の農家やボランティアの協力により、子どもたちが野菜づくり等の農業体験ができる機

会の提供 

３．健康づくりと食育  
  ＜目指すべき姿＞ 主食・主菜・副菜のそろったバランスの良い食生活の実践 

  ＜取組＞生活習慣病の予防や健全な食生活を実践するための料理教室の開催 

４．信州の食の理解と継承 

  ＜目指すべき姿＞ 信州農畜産物の地産地消食の理解を深める 

  ＜取組＞ 

  ・自然豊かな環境で生産された安全で良質な信州農畜産物の積極的な生産・販売・活用 

  ・食への関心を高め、農業・農村役割、地域の食文化、いのちと健康の尊さなど食に対する感謝の心

を深めるために、家庭における食事や学校給食、農業体験等を通じて行う食農教育の充実 

 

◇第５章 「伝えよう、育てよう『信州の食』」（仮称）県民運動の展開 
  信州の食及びそれに関係している自然、産業（技）、文化、健康、歴史・伝統、活動、考え方を総称

した言葉を設定し、それを長野県の食育推進の「合言葉」として用いて普及・定着していく。 

᳹ԘჸƕǓܲៅǂ᳹�
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長野県の指標・目標値(抜粋) 
 

 長野県で策定する「長野県食育推進計画（第２次）」では、食育推進に係る指標・目標値に関

して、以下のように定めています。（長野県食育推進計画（第２次）より抜粋） 

 

指    標 ベースライン Ｈ26の状況 目標(Ｈ29) 備考(出典等) 

食育に関心がある県民の割合 
＜Ｈ22＞ ＜Ｈ25＞  

県民調査・栄養調査 
51.5％ 54.0％ 65％以上 

食育ボランティア数 
＜Ｈ23＞ ＜Ｈ26＞  

内閣府調査 
17,338人 17,931人 20,000人 

学校給食での県産農産物利用率 
＜Ｈ23＞ ＜Ｈ26＞  

45.0％ 
農政部、教育委員会調べ 

42.3％ 43.8％ 

肥満者の割合 ＜Ｈ22＞ ＜Ｈ25＞  

県民健康・栄養調査    20～69歳男性 28.9％ 27.0％ 22％ 

   40～69歳女性 15.1％ 18.7％ 11％ 

やせの割合 ＜Ｈ22＞ ＜Ｈ25＞  
県民健康・栄養調査 

   20～39歳女性 25.6％ 16.4％ 23％ 

食事バランスガイド等の利用率 

   成人 

＜Ｈ22＞ ＜Ｈ25＞  
県民健康・栄養調査 

35.7％ 38.0％ 60％ 

朝食欠食率 ＜Ｈ22＞ ＜Ｈ25＞  

県民健康・栄養調査 

   20歳代男性 20.3％ 24.6％ 10％ 

   20歳代女性 14.6％ 17.0％ （30歳代女性
は 増 加 さ
せない） 

   30歳代男性 16.3％ 17.8％ 

   30歳代女性 7.0％ 9.7％ 

農産物直売所数 
＜Ｈ22＞ ＜Ｈ26＞  

農政部調べ 
814店 809店 840店 

生産者ＧＡＰに取り組むＪＡ生産
部会・農産物直売所の割合 

＜Ｈ23＞ ＜Ｈ26＞  
農政部調べ 

13％ 19％ 39％ 

農家レストラン数 
＜Ｈ22＞ ＜Ｈ26＞  

農林業センサス 
79店 調査なし 85店 

市民農園数 
＜Ｈ23＞ ＜Ｈ26＞  

市民農園開設状況調査 
308箇所 313箇所 350箇所 

都市農村交流人口 
＜Ｈ23＞ ＜Ｈ26＞  

企画振興部調べ 
549,210人 599,351人 600,000人 

 

 

長野県食品安全・安心条例 
 ※平成25年４月１日施行 

第11条 (食品の安全性に関する知識の普及等) 

 県は、県民が食育に関する活動その他の機会を通じて食品の安全性に関し知識と理解を深め

ることができるようにするため、正確かつ適切な食品の安全性に関する情報の提供その他必要

な措置を講ずるものとする。 
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